
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

発行：税理士法人ネクサス 



 

１ 

ネット 

ジャーナル 

 

Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター要旨 ２０２２年７月１日号 

日銀短観（６月調査） 
～大企業製造業の景況感は２期連続で悪化、 
記録的なコスト高を受けて価格転嫁が続く見込み 

 
 

 

 
 

ニッセイ基礎研究所 

 
 

6月短観では、供給制約の深刻化や原材

料価格高騰などが逆風となり、大企業製

造業の業況判断DIが9と前回から5ポイ

ント下落した。景況感の悪化は2期連続と

なる。一方、大企業非製造業では、コロナ

感染縮小に伴う人出の回復が追い風とな

り、業況判断DIが上昇した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

先行きの景況感は総じて慎重な見方が

示された。製造業では供給制約の緩和、非

製造業では人流のさらなる回復への期待

がそれぞれ景況感の追い風になっている

と見られる。ただし、ウクライナ情勢や世

界的なインフレ、中国の都市封鎖再導入

の可能性など海外経済を巡る不透明感が

強いほか、原材料価格のさらなる上昇に

対する懸念も根強いとみられる。 

 

2021年度の設備投資額（全規模全産

業）は、前年度比0.8％減と前回調査から

下方修正された。一方、2022年度の設備

投資計画（同）は、前年度比14.1％増と

大幅に上方修正されている。例年6月調査

では計画の具体化や（比較対象である）前

年度実績の下方修正に伴って伸び率が上

方修正される傾向が強い。今回は、既往の

収益回復や経済活動の再開、供給制約緩

和への期待を受けて伸び率の上方修正幅

が例年を大きく上回り、伸び率の水準と

しても非常に高くなっている。2021年

度実績の下方修正がやや大きめになり、

先送り分が多かったことも22年度計画

の伸び率嵩上げに繋がっているが、それ

を差し引いても強めと言える。 

このように、2022年度の設備投資計

画は勢いのある内容と評価できるものの、

供給制約や原材料高、世界的なコロナ・イ

ンフレの行方など先行きの不透明感は強

い。これらの動向次第で今後設備投資計

画が下方修正されるリスクもあるだけに、

計画の実現性については不確実性の高さ

が否めない。 

 

今回特に注目された仕入価格判断DIは

大幅に上昇し、歴史的な水準に達してい

る。販売価格判断DIも大幅に上昇したも

のの、企業の採算は厳しい状況が続いて

いる。従って、採算の改善に向けて今後も

販売価格の引き上げを続けるとの見通し

が示されている。 

 
「Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター」の全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。 
  

主な業種別の業況判断ＤＩ（大企業） 
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（注）21年 12月調査以降は調査対象見直し後の新ベース 
（資料）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」よりニッセ

イ基礎研究所作成 
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経済・金融フラッシュ要旨 ２０２２年７月８日号 

ネット 

ジャーナル 

 

景気ウォッチャー調査（２２年６月） 
～景況感は改善を続けるも、 
先行きへの悲観的な見方が広がる 

 
 

 

 

 

 

ニッセイ基礎研究所 

 

現状判断ＤＩは４か月ぶりに悪化、 

先行き判断ＤＩも５か月ぶりに悪化 

7月8日に内閣府が公表した2022年6

月の景気ウォッチャー調査（調査期間：6

月25日から月末）によると、3か月前と

の比較による景気の現状判断DIは52.9

と前月から1.1ポイント下落した（4か月

ぶりの悪化、3か月連続の50超え）。 

また、2～3か月先の景気の先行き判断

DIは47.6と前月から4.9ポイント下落し

た（5か月ぶりの悪化、4か月ぶりの50割

れ）。現状判断DIは前月から悪化したが、

引き続き50を超えており、全体としてみ

れば、減速しつつも、景況感の改善は続い

ている。 

 

景気の現状判断ＤＩ： 

企業動向関連は５０を割り込む 

現状判断DIは、3月でまん延防止等重点

措置が解除された後に上昇に転換し、今

月（6月）は前月から低下したものの、3

か月連続で50を超えた。 

現状判断DIの内訳について、家計動向

関連は53.4（前月差▲0.4ポイント、4か

月ぶりの悪化、50超えは3か月連続）、企

業動向関連は48.0（同▲2.4ポイント、4

か月ぶりの悪化、2か月ぶりの50割れ）、

雇用関連は59.6（同▲3.3ポイント、5か

月ぶりの悪化）と、全てで悪化した。 

家計動向関連や雇用関連は50を超え

ており、改善が続いているものの、原材料

価格の高騰にも関わらず、不十分な価格

転嫁や、供給制約による納期遅れなどの

理由から、企業動向関連の景況感は悪化

に転じた。 

 

景気の先行き判断ＤＩ： 

先行きへの警戒感が強まる 

２～３か月先の景気の先行き判断DIは

5か月ぶりに悪化し、4か月ぶりで50を

割り込んだ。 

先行き判断DIの内訳について、家計動

向関連は48.0（前月差▲4.2ポイント）、

企業動向関連は42.8（同▲7.8ポイント）、

雇用関連は55.2（同▲3.7ポイント）と、

全ての内訳で前月より低下に転じた。 

家計動向関連や企業動向関連は先行き

の景況感が悪化するとの予想が広がって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

  

経済・金融フラッシュの全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。 
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先行き判断ＤＩ（家計動向関連）の内訳の推移 

（出所）内閣府「景気ウォッチャー調査」（2022年 6月調査、 
調査期間：6月 25日から月末、季節調整値） 
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内閣府 ２０２２年７月７日公表 
 

 
 

 

４月のＣＩ（速報値・平成２７（２０１５）年＝１００）は、先行指数：１０１.４、 

一致指数：９５.５、遅行指数：９５.９となった（注）。 

先行指数は、前月と比較して 1.5 ポイント下降し、3 か月ぶりの下降となった。 

3 か月後方移動平均は 0.37 ポイント上昇し、2 か月連続の上昇となった。 

7 か月後方移動平均は 0.10 ポイント上昇し、2 か月連続の上昇となった。 

一致指数は、前月と比較して 1.3 ポイント下降し、4 か月ぶりの下降となった。 

3 か月後方移動平均は 0.26 ポイント下降し、7 か月ぶりの下降となった。 

7 か月後方移動平均は 0.38 ポイント上昇し、7 か月連続の上昇となった。 

遅行指数は、前月と比較して 0.5 ポイント下降し、4 か月ぶりの下降となった。 

3 か月後方移動平均は 0.27 ポイント上昇し、6 か月連続の上昇となった。 

7 か月後方移動平均は 0.32 ポイント上昇し、3 か月連続の上昇となった。 

（注）公表日の 3 営業日前(令和 4(2022)年 7 月 4 日(月))までに公表された値を用いて算出した。 
 

一致指数の基調判断 

景気動向指数（ＣＩ一致指数）は、改善を示している。 
 

景気動向指数（一致指数）個別系列の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

※寄与度は、一致指数の前月差に対する個別系列の寄与度を示す。 

当該系列の寄与度がプラスは     、当該系列の寄与度がマイナスは 
「C4 労働投入量指数（調査産業計）」「C8 営業利益（全産業）」は現時点では算出に含まれていないため、ト
レンド成分を通じた寄与のみとなる。なお、各個別系列のウェイトは均等である。   

景気動向指数 
（令和４年５月分速報） 
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 結果の概要  
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 先行指数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 先行指数採用系列の寄与度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

（注）逆サイクルとは、指数の上昇、下降が景気の動きと反対になることをいう。「L1 最終需要財在庫率指数」及び「L2 

鉱工業用生産財在庫率指数」は逆サイクルとなっており、したがって、指数の前月差がプラスになれば、ＣＩ先

行指数に対する寄与度のマイナス要因となり、逆に前月差がマイナスになれば、プラス要因になる。 
  

 資 料 
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ＣＩ先行指数の動向   
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一致指数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

一致指数採用系列の寄与度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
（注）ＣＩはトレンド（長期的趨勢）と、トレンド周りの変化を合成し作成されるが、トレンドの計算に当たって

は、現時点で未発表の系列（前月比伸び率（％）又は前月差が未記入である系列）についても、過去のデー
タから算出（60か月から欠落月数を引いた後方移動平均）した長期的傾向（トレンド成分）を使用している。
そのため、現時点で未発表の系列にもトレンドによる寄与度を表示している。 

 
景気動向指数（令和４年５月分速報）の全文は、 

当事務所のホームページの「企業経営 TOPICS」よりご確認ください。   
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ＣＩ一致指数の動向   
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社員のキャリア開発を後押しする 

リカレント教育 
推進のポイント 

      １．リカレント教育の意義と課題          
      ２．企業が描くべき社員のキャリア形成のポイント       

      ３．社員の成長を促すキャリア形成プラン作成法 

      ４．リカレント教育の導入事例          

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■参考文献 
【厚生労働省】ホームページ 【文部科学省】ホームページ 【内閣府】ホームページ  

「生涯現役に向けたキャリア戦略」（佐藤文男著 労務行政社） 「稼ぐ力をつけるリカレント教育」（大前研

一著 ダイヤモンド社） 「能力を磨く」（田坂広志著 日本実業出版社） 「労政時報」（株式会社労務行政）  

経 営 
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リカレント教育の本来の意味は、義務教育の終了後、教育と就労を交互に繰り返す教育システ

ムのことです。文部科学省による、リカレント教育の定義は以下のとおりです。 
 

●「リカレント教育」とは、「学校教育」を、人々の生涯にわたって、分散させようとする理念であり、

その本来の意味は、「職業上必要な知識・技術」を修得するために、フルタイムの就学と、フルタイ

ムの就職を繰り返すことである(日本では、長期雇用の慣行から、本来の意味での「リカレント教育」

が行われることはまれ)。 
 

我が国では、一般的に、「リカレント教育」を諸外国より広くとらえ、働きながら学ぶ場合、心の豊か

さや生きがいのために学ぶ場合、学校以外の場で学ぶ場合もこれに含めている(この意味では成人の学

習活動の全体に近い)。 

引用元：文部科学省ホームページ 

 

人生 100 年時代を見据え、年齢に関わりなくリカレント教育による学び直しを行い、能力を

高めることには、以下のような意義があります。 
 

●社員が企業任せでなく自らキャリア形成を行うことで自立化が促進され、企業ひいては社会に貢献

していくという機運が高まる。 

●新卒で就職した企業に定年まで働くという単線的な職業キャリアではなく、学び直しによって、転

職や起業を行うなどの多様なキャリア形成、「人生の再設計」が可能となる。 

●第４次産業革命の技術革新が進む中で、学び直しによって、新技術に対応したスキルや、ＡＩ等の

機械に代替されにくい能力を身に付けることが可能になり、生涯にわたり活躍できる人材になる。 

 

昨今では、働くことに関する意識・価値観が多様化しており、少子高齢化や労働力人口の減少、

定年延長の流れを考慮すると、働く意思のある高齢者に教育を受ける機会を提供していくこと

も企業にも求められることになります。 

 

 

終身雇用の時代が終わり、長期勤続を前提としない企業が増えていく中で、不安定な雇用にさ

らされるものも出てくる恐れがあります。さらに、昨今は技術進歩が速く、スキルが陳腐化しや

すい環境下では、若年期に身につけたスキルだけで、その後の職業人生を全うするのは困難です。 

こうした中で、生涯にわたってのリカレント教育の重要性が高まっていくと考えられます。 

しかし、国の調査では「コスト」や「時間」がないことがネックとなり、学び直しに取り組む

ことができない、という回答が上位になっています。 
  

1 企業経営情報レポート 

リカレント教育の意義と課題 
 

リカレント教育とは    

 
 

リカレント教育の意義       

 
 

 

リカレント教育の重要性と課題       
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グローバル化、ＩＴ化などの環境変化によって仕事の進め方が大きく変わるなか、キャリア形

成の責任は徐々に組織から個人へシフトし、画一的な人事システムは機能しなくなりつつあり

ます。そこに少子高齢化やポスト不足といった構造的な問題が重なったことで、高年齢者も意欲

をもって業務に取組み、組織貢献していくか、高い自立意識と学び直しによって継続的に活躍し

ていけるかが、企業にとって重要になります。 

この課題の本質は、高年齢の社員が増えていくこと自体にあるのではなく、組織的に活かす力

が身についていないことです。 

 
 

企業が社員に対してリカレント教育を施す場合、入社間もない 25 歳のときに最初のリカレ

ント教育を行い、35 歳、45 歳、55 歳と 10 年ごとに再度実施するケースが理想的ですが、

ここで重要なのは、年代や役職に応じて教育内容を変えることです。社員に必要なスキルを整理

するうえで、以下の４つの要素をイメージすることがポイントになります。 
 

①問題解決力 ： 現場で求められる能力 

②ハードスキル ： ＩＴ、ファイナンス、マーケティング、統計など 

③ソフトスキル ： リーダーシップ、英語も含むコミュニケーションなど 

④構想力    ： 0 から 1 を生み出す力 
 

あらゆる年代において必要なのは、「問題解決力」と「ソフトスキル」だと言われています。 

目の前のタスクを解決する能力やコミュニケーション能力は不可欠であり、年齢や役職を問

わず常に維持すべきスキルです。 

まずは、新人の頃にきちんと問題解決力とソフトスキルを身につけておくことが大切です。 

ハードスキルと構想力については、年代に応じて必要度が変わってきます。若い一般社員は、

ＩＴや会計知識等のハードスキルを身につけておく必要があります。 

構想力は、中間管理職から経営層に上がるにつれて高めていく必要があります。 

ビジネスにはコンセプトやビジョンが不可欠であり、そこから戦略や事業計画を構築してい

く必要がありますが、根幹をなすのが構想です。自分の頭の中を見える化し、システムの大枠を

設計するためには、構想力が求められます。 

構想はそのままだと、自分の中に描いた絵に過ぎないので、イラストなどを用いて視覚化する

技術も求められます。見えないものをイメージとして人に伝えることができれば、コンセプトや

ビジョンとして結実させ、事業へと発展させていくことができます。 
  

2 企業が描くべき社員のキャリア形成のポイント 
 

企業経営情報レポート 

社員のキャリア形成支援における４つの要素     

 

企業に必要なキャリア形成の視点      
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キャリア形成プランの作成を通じて、社員が自身のキャリア形成を考えることで、自発的に何

を学ぶべきかが見える化し、学び直しを促す効果が期待できます。真の自立というのは、他者を

頼らないということであり、自分自身のキャリアを自己責任でいかに構築していくかという考

え方が基本になります。自分のキャリアは企業任せではなく、自分で考えていくことで、社員の

自立化が進み、強い組織の基盤づくりへとつながります。 

 

■キャリア形成プランの作成ステップ 

（１）キャリアの振り返り 

新入社員の時から今まで、どんな仕事を経験したか、時系列で箇条書きにまとめる。 
 
（２）キャリアの抽出 

過去の仕事の中で自分として大変やりがいがあったこと、楽しかったこと、自分にとって思い出に 

残っている仕事などを掘り起こす。 
 
（３）キャリア形成プランの作成 

第２ステップで抽出した仕事をベースに、将来的に自分が目指す方向性、学ぶべき分野を絞り込 

み、キャリア形成プランに展開する。 

 

（１）キャリアの振り返り 

第１ステップは、今までの自分のキャリアの振り返りを行います。40～50 代の社員は、社

会人になってからこれまでにさまざまな経験をしてきたと思いますが、どのような仕事の経験

を積んできたのか、具体的に経験してきた仕事内容を時系列に一度起こしていきます。 

つまり、これまでのキャリアの棚卸しです。実際に、このような過去の仕事を振り返るという

作業は、意外に時間がかかります。週末を３～４回使い、１回２～３時間かけて丹念に作成する

ことが重要です。 

回数を分けて時間をかけて作業する目的は、途中で思い出すことが出てくるため、それを確実

にフォローすることにあります。 

 

（２）キャリアの抽出 

第２ステップは、第１ステップで作成したキャリアの振り返りを見ながら、過去の仕事の中で

自分として大変やりがいがあった仕事、あるいは楽しかった仕事、自分にとって思い出に残って

いる仕事などを、さらに細かく書き出して深掘りし、キャリアの抽出を行います。 

第１ステップは事実を中心に箇条書きで挙げていくのに対して、第２ステップは自分自身の

仕事に対する判断や評価を入れ込んでいく作業になります。 
  

3
 
社員の成長を促すキャリア形成プラン作成法 

企業経営情報レポート 

キャリア形成プランの作成     



 

１０ 

レポート全文は、当事務所のホームページの「企業経営情報レポート」よりご覧ください。 

 

 

 

 

 

 リカレント教育の推進には企業のサポートが重要です。 

実際に、リカレント教育に取り組んでいる事例をご紹介します。 

 

（１）Ｓ社（東京都、製造業、社員数 47 名） 
 

～Ｗｅｂ動画研修コンテンツを活用し、社員をサポート～ 

電子部品商社として幅広い電子部品を供給し続けるＳ社は、社内の健康増進の取組みや働き方改革

の事例が評価され、2017 年から 3 年連続で「健康経営優良法人（中小規模法人部門）」（経済産業省

/日本健康会議）に認定されるなど、先進的な取組みを行っています。 

社内教育にも力を入れており、Web 動画研修コンテンツ「e-JINZAI for business」を導入し、社

員がいつでも、どこでも、好きな分野を学べる環境と整備し、社員 1 人ひとりのモチベーション・ス

キルアップを継続的に実現しています。 

 

（２）Ｃ社（東京都、ＩＴ、社員数 468 名） 
 

～退職後６年間であれば、復帰が可能～ 

ビジネスアプリ作成プラットフォームや、中小企業向けグループウェアを展開するＣ社では、

2012 年から、35歳以下の社員を対象に、退職後６年間であれば復帰が可能な「育自分休暇制度」

をスタートしました。 

この制度は、転職や留学など、環境を変えて成長したい人に、退職後も復帰しやすい環境をつくる

ことを目的としています。会社を離れて新たな知識・スキルを獲得した社員が再集結することで、よ

り強い組織がつくられているようです。 

 

（３）Ｐ社（東京都、人材サービス、社員数 5,285 名） 
 

～働き方の選択の一環として、学び直しをサポート～ 

Ｐ社には、ライフステージやキャリアプランにマッチした働く日数・時間・場所・休暇を選択でき

るという制度があります。その一環として、「Learning（進学・留学）」をサポートしています。 

仕事の成果につながる勉強をしたい場合、最長 1 年間の時短勤務、あるいは最長２年間の休業が可

能です。スキルアップ期間として、社員はこの制度を活用しています。 
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１１ 

ジャンル：入社・退職・休職 ＞ サブジャンル：入社・採用 

住民票の提出及び 
労働契約書等の保存期間 
 入社時に住民票を提出させるのには問題がありますか。 

また、労働契約書等の保存期間は定められていますか。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

■入社時の手続き書類 

採用時に住民票の提出を求めること自体は法律的に問題はありませんが、

行政解釈により、戸籍謄（抄）本及び住民票の写しについては、「画一的に

提出又は提示を求めないようにし、それが必要となった時点（例えば、冠婚

葬祭時に際して慶弔金等が支給されるような場合で、その事実の確認を要す

るとき等）で、その具体的必要性に応じ、本人に対し、その使用目的を十分

に説明の上提示を求め、確認後速やかに本人に返却する」ことしています。 

同時に、「これらに代えて住民基本台帳法第７条第１号（氏名）及び第２号（出生の年月日）

の事項についての証明がなされている『住民票記載事項の証明書』を備えれば足りる」という行

政解釈も示しています。これらの行政解釈は、同和問題及び未成年者の雇用への配慮を端に発す

る行政解釈であり、昨今の個人情報保護法の制定と相まって、今後は「住民票記載事項の証明書」

の提出に切り換えるよう行政指導が行われていることが分かります。 
 

■労働契約書等の書類、文書の保存期間 

労働契約書は、労働者が退職した日から３年間保存するよう労働基準法で定められています。 

会社で作成する重要書類には、法律で保存期間が定められています。労働基準法は、労働関係

の書類の保存期間について、「使用者は、労働者名簿、賃金台帳及び雇入、解雇、災害補償、賃金そ

の他労働関係に関する重要な書類を３年間保存しなければならない。」 と定めています。 

そして起算日については、「雇入、解雇又は退職に関する書類については、労働者の解雇、退職又

は死亡の日」 と定めています。 

労働契約書も、この労働基準法関連書類の一つですから、保存期間は労働者の退職の日から数

えて３年です。また、この法令にあるように、労働契約書のほか、労働者名簿、賃金台帳、タイ

ムカード、時間外労働計算書、健康診断書等についても、３年間保存しなければなりません。 
 

[労働基準法関連書類以外の主な書類の保存期間とその根拠法令] 

●健康保険、厚生年金保険関連書類 → ２年間（健康保険規則、厚生年金規則） 

●雇用保険関連（雇用保険規則） 

  雇用保険の被保険者に関する書類 → ４年間   その他の書類 → ２年間 

●労災保険関連書類 → ３年間（労災保険規則） 

●労働保険の徴収・納付等の関連書類 → ３年間 (保険料の徴収等規則)   



 

１２ 

ジャンル：入社・退職・休職 ＞ サブジャンル：入社・採用 

 

試用期間の規制 

試用期間を定める場合、その期間の長さについて、 

労働基準法等に規制はあるでしょうか。 

 

 

 

 
 
 

 

 
 

１．試用期間とは 

試用期間を設ける目的は、通常、入社前の審査だけでは新規採用者の適格性

を十分に把握することができないため、一定期間の勤務状況などを観察するこ

とによって本採用とするかどうかを判断するための期間であり、一定事項を判

断材料としながら正職員としての採用合否を判断し、不適格と判断された場合

は本採用を拒否するものです。 

以下のような事項に問題があれば、本採用の拒否が正当と認められます。 
 

❶勤務成績 ❷勤務態度 ❸健康状態 ❹出勤率 ❺協調性 ❻提出書類の不備 

 

２．本採用拒否時における留意点 

試用期間は教育や指導をする期間でもあるので、本採用の拒否を正当に行う場合においては、

不適格事由及び試用期間中ついてどの様な教育・指導をしたかがポイントになります。本人とし

ても何も言われなければ本採用を期待し、その期待が裏切られるとトラブルに発展することも

考えられますから、このような指導をしておくことによってより正当性が増します。あわせて、

トラブル回避の為にも、本採用拒否の一定事由について定めておく事が望ましいでしょう。 
 

３．試用期間の長さの設定（原則） 

労基法上では、最長１年間となっています。しかし、民法 90 条の公序良俗違反となる可能性

もありますので、一般的に試用期間は３ヶ月であり長くとも６ヶ月までとされています。 

試用期間設定により、以下の事項についても整備しておく事が求められます。 
 

❶試用期間中における解雇の取り扱い    ❷本採用時における手続き 

❸試用期間の扱い（勤務年数通産の有無） 

 

４．試用期間内における解雇 

試用期間中の解雇でも、14 日を超えて使用した場合は、通常の解雇と同じく、30 日前の解

雇予告か 30 日分の解雇予告手当てを支払わねばなりません。 
 

５．試用期間中の社会保険の有無 

試用期間中でも労災保険や雇用保険、社会保険（健康保険・厚生年金、適用事業所の場合）に

ついては、それぞれの加入基準を満たしていれば、本採用後ではなく最初の採用当初から加入し

なければなりません。 


